
（更に具体的な政策については、裏面をご参照ください）

強強くて優優しい日日本本・福井・福井を前進
昭和46(1971年)10月20日 福井県生まれ。
福井県立大野高校、東京大学法学部を卒業。
シカゴ大学大学院修了 公共政策学修士(MPP)を取得、
さらにコロナ禍の中、早稲田大学大学院を修了し博士(Ph.D.)
を取得した。

自民党は責任政党として国民の命と暮らしを守り抜きます。
本号外ではその最前線で活躍するたきなみ宏文参議院議員を特集します。

農林水産副大臣 /参議院議員

勤勉、正直、感
謝

勤勉、正直、感
謝

参議院議員 滝波宏文 事務所

〒910-0854   福井県福井市御幸4-20-18    オノダニビル御幸5階
〒100-8962   東京都千代田区永田町2-1-1  参議院議員会館307号室

自民党福井県参議院選挙区第三支部
たきなみさん
の活躍はHPや
SNSで配信中！
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Profile

現在、農林水産副大臣を務める。参議院議員二期目。
米国公認会計士(US CPA)。

平成6年大蔵省入省後、主計局主査、人事企画室長、
スタンフォード大客員研究員、広報室長などを務める。
平成25年参議院議員初当選。経済産業大臣政務官、
与党 北陸新幹線 敦賀-大阪検討委 事務局長、党 水産部会長、
党 原子力規制特委 幹事長、参院 農林水産委員長などを歴任。

　国難・地方難の今、人口減少下においてもわが国の繁栄を維持し、次世代
につなげるためには、農林水産業を含むローカルな地方産業を磨き上げ、グ
ローバルな世界市場に直結させ、令和の成長を実現する必要があります。

　この政策を、経産大臣政務官時に「グローカル成長戦略」としてとりまとめま
した。同戦略に基づき3年前、福井県に経産省の研究所（産総研）の北陸セン
ターを誘致する事に成功しました。さらなる同戦略の適用が、12年前の初出馬
時より私が提唱してきた「福井県シリコンバレー化計画」の実現につながります。

　また、現職の農林水産副大臣として、「もうかる・持続可能な農林水産業」
も推進します。これらの政策により、県内のさまざまな産業を活性化
して、皆さまの所得を向上させ、手取りを増やします。
　そして、その前提として不可欠な、北陸新幹線や中部縦貫道、舞
鶴若狭道などのインフラ整備をさらに進め、また、産業の基盤であ
るエネルギーについても、現実的で責任のある政策を進めねばなり
ません。

TEL:0776-28-2815　FAX:0776-28-2816
TEL:03-6550-0307　FAX:03-6551-0307

　そして、これらの「強い くに(国/郷)創り」で得られる成長の果
実が、障害者をはじめ高齢者・生活困窮者など自助が難しい立場
の方々に届き、子育て支援など次世代の子どもたちの未来が守れ
るような、「優しい くに(国/郷)創り」もさらに進めてまいります。
　わが国の自由と民主主義、繁栄と成長を、次世代につなげる
ため、「「地方の成長なくして、わが国の成長なし地方の成長なくして、わが国の成長なし」」との信念で、

「「強強くて・くて・優優しいしい くにくに((国国//郷郷))創り創り」」に全力を挙げる決意です。

令和７年（2025年）6月2日（月曜日）
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（令和7年４月２８日現在）

自民党の主な政策

賃上げ賃上げ

　約３０年ぶりの高い水準となった賃上げの流れを持続させるた
め、賃上げ税制の活用や労務費の価格転嫁の促進により、大企業
から中小企業・小規模事業者への賃上げの波及を目指します。
「年収の壁」解消に向け、課税最低限を１６０万円まで引き上げ、合
計１．２兆円の所得税減税により、中間層を含め幅広い納税者の負
担を軽減します。

「賃上げ」実現、
「年収の壁」を打破

憲法改正憲法改正

　憲法改正は自民党の党是です。時代や社会の変化に対応するた
め、①自衛隊の明記②緊急事態対応③合区解消④教育充実―から
なる４項目を中心に憲法改正を目指し、衆参両院の憲法審査会で
議論を深め、国民投票の実施に向けた環境整備を進めます。国民
的な議論を喚起するために、国民との対話集会などを開催し、憲
法改正の必要性や意義について丁寧に説明します。

憲法改正で、
� 新たな時代を拓く

令和７年（2025年）6月2日（月曜日）


